
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高騰

に対する特別加算

おたるプレミアム付商品

券事業

①市内全業種を対象とした商品券事業により、食料品等の購入を支援をするととも

に、市内経済の活性化及び物価高騰の影響を受けている市民の消費の下支えによる

生活者支援を図る。

②負担金・補助及び交付金及び事務費

③

・プレミアム相当分　 320,000千円（2,000円×160,000冊）(ｱ)

・事務費　 85,000千円(ｲ)

・計　(ｱ)～(ｲ)＝405,000千円

④　市民

R8.4 R9.2

2
①食料品の物価高騰

に対する特別加算

所得割非課税世帯向け物

価高騰支援給付金給付事

業

①物価高騰の影響を特に強く受ける低所得世帯に対し、食料品等の購入のための現

金を支給することで生活支援を行う。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③１世帯当たり20千円×26,500世帯＝530,000千円

うち、6,500世帯分　130,000千円(ｱ)

・事務費　17,492千円(ｲ)

・計　(ｱ)～(ｲ)＝147,492千円

④住民税所得割非課税世帯

R8.4 R8.8

3
①食料品の物価高騰

に対する特別加算

物価高対応子育て応援手

当支給事業（市上乗せ

分）

①物価高の影響を強く受けている子育て世帯に対し、国の物価高対応子育て応援手

当に上乗せして市独自に食料品等の購入のための手当を支給することにより、子育

て世帯の経済的負担の軽減を図る。

②子育て世帯への給付金

③対象児童1人当たり5千円×11,000人＝55,000千円

うち、1,000人分　5,000千円

④子育て世帯（18歳以下の子ども）

R8.4 R8.9

4
①食料品の物価高騰

に対する特別加算

学校給食費保護者負担軽

減事業

①中学校給食費の食材費高騰分の補助（保護者負担額の据え置き）により、子育て

世帯の生活支援を図る。

②負担金､補助及び交付金

③学校給食運営協議会へ交付（教職員分は除く）

・中学校1・2年＠1,970円×1,267人×12月＝29,951,880円(ｱ)

・中学校３年　＠1,910円×   686人×12月＝15,723,120円(ｲ)

計 (ｱ)～(ｲ)＝45,675千円

④子育て世帯(小中学生の保護者)

R8.4 R9.3

5

⑦医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

医療機関エネルギー価格

等高騰支援金給付事業

①医療機関の経営を安定させ、市民の医療機関への受診機会を確保するためエネル

ギー価格等の高騰分の一部を支援する。

②支援金及び事務費

③

・病院(15施設)　13,000円×2,778床＝36,114千円　(ｱ)

・有床診療所　200,000円×9施設＝1,800千円(ｲ)

・無床診療所　100,000円×60施設＝6,000千円(ｳ)

・歯科診療所　100,000円×72施設＝7,200千円(ｴ)

・薬局　50,000円×72施設＝3,600千円 (ｵ)

・事務費　58千円(ｶ)

・計　(ｱ)～(ｶ)＝54,772千円

④対象　市内の病院、診療所（歯科含む）及び薬局

R8.4 R8.8

6

⑦医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

介護保険施設等物価高騰

重点支援事業

①介護保険施設が物価上昇の影響がある中でも必要なサービスを円滑に継続するた

めの支援を行う。

②支援金及び事務費

③

・居宅施設　単価：18千円　施設数：110施設　所要額：1,980千円(ｱ)

・通所施設(49施設)　単価：6千円　人数：1,246人　所要額：7,476千円(ｲ)

・居住・施設(66施設)　単価：13千円　人数：2,839人　所要額：36,907千円(ｳ)

・事務費　463千円(ｴ)

・計　(ｱ)～(ｴ)＝46,826千円

④対象　市内民間介護保険施設（225施設）

R8.4 R9.3

令和８年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画



7

⑦医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

障害福祉施設等物価高騰

重点支援事業

①障害福祉施設が物価上昇の影響がある中でも必要なサービスを円滑に継続するた

めの支援を行う。

②支援金及び事務費

③

・居宅施設　単価：18千円　施設数：56施設　所要額：1,008千円(ｱ)

・通所施設(72施設)　単価：6千円　人数：1,348人　所要額：8,088千円(ｲ)

・居住・施設(29施設)　単価：13千円　人数：769人　所要額：9,997千円(ｳ)

・事務費　156千円(ｴ)

・計　(ｱ)～(ｴ)＝19,249千円

④対象　市内民間介護保険施設（157施設）

R8.4 R9.3

8

⑦医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

保育施設等物価高騰対策

支援事業

①物価高騰の影響を受けている民間保育施設等の負担を軽減し、安定的な施設運営

が継続できるよう支援する。

②支援金及び事務費

③定員区分ごとに支援金を支給

・定員40名以下:1施設当たり10万円11施設　計1,100千円(ｱ)

・定員41～50名:1施設当たり22万5千円5施設　計1,125千円(ｲ)

・定員51～60名:1施設当たり35万円3施設　計1,050千円(ｳ)

・定員61～70名:1施設当たり47万5千円2施設　計950千円(ｴ)

・定員71～80名:1施設当たり60万円3施設　計1,800千円(ｵ)

・定員81名以上:1施設当たり72万5千円6施設　計4,350千円(ｶ)

・認可外保育所:1施設当たり5万円17施設　計850千円(ｷ)

・事務費　　50千円(ｸ)

・計　(ｱ)～(ｸ)＝11,275千円

④市内民間保育施設（47施設）《 保育所12、認定こども園12、幼稚園6、認可外保

育所17 》

R8.4 R8.7

9

⑦医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

公衆浴場支援金給付事業

①燃料価格高騰の中においても衛生的管理を確保しながら事業を継続できるよう、

民間公衆浴場（物価統制令によって入浴料金が統制されている普通浴場に限る。）

に対して燃料価格高騰に対する支援金として支給する。

②支援金及び事務費

③令和5年の入浴料収入に応じ、定額で支給

・500万円未満：各30万円（1施設）計300千円(ｱ)

・500万円以上1000万円未満：各60万円（3施設）計1,800千円(ｲ)

・1000万円以上：各90万円（1施設）900千円(ｳ)

・事務費　2千円(ｴ)

・計　(ｱ)～(ｴ)＝3,002千円

④民間公衆浴場（5施設）

R8.4 R8.8

10

⑨中小企業等に対す

るエネルギー価格高

騰対策支援

クリーニング業支援金給

付事業

①燃料価格高騰の中においても衛生的管理を確保しながら事業を継続できるよう、

クリーニング業を営む中小事業者に対して燃料価格高騰に対する支援金として支給

する。

②支援金及び事務費

③

・個人：各30万円（7施設）計2,100千円(ｱ)

・法人：各60万円（14施設）計8,400千円(ｲ)

・事務費　7千円(ｳ)

・計　(ｱ)～(ｳ)＝10,507千円

④クリーニング業21施設（個人事業主（7施設）・法人（14施設））

R8.4 R8.8

11

⑤省エネ家電等への

買い換え促進による

生活者支援

省エネ家電転換促進事業

①エネルギー価格高騰の影響を受ける市民に対し、節電効果の大きい省エネ家電へ

の転換を支援し、家庭におけるエネルギー費用の負担を軽減するとともに、省エネ

の促進により市域の温室効果ガス排出量の削減を図る。

②補助金及び事務費

③購入金額等の1/2（上限50千円（オンライン申請は2千円増額）

・オンライン申請　上限50,000円　×　600世帯　＝　30,000千円(ｱ)

・上乗せ分　　　　　　　  2,000円　×　600世帯　＝    1,200千円(ｲ)

・紙申請（郵送）　上限50,000円　×　300世帯　＝　15,000千円(ｳ)

※世帯数内訳は見積りであり、補助は予算の範囲内で実施

・事務費　5,798千円(ｴ)

・計　(ｱ)～(ｴ)＝51,998千円

④省エネ家電等（寒冷地エアコン、冷蔵庫、ＬＥＤ照明）を購入する市民

R8.4 R8.12



12

⑨中小企業等に対す

るエネルギー価格高

騰対策支援

中小企業等省エネ推進補

助

①エネルギー価格高騰の影響を受ける市内中小企業の省エネ設備への更新の支援を

行い、エネルギー費用の負担を軽減するとともに、脱炭素への取組を底上げする。

②補助金

③更新費用等の1/2（上限額1,000千円）

・1,000千円×20社＝20,000千円

④専門家による省エネ診断の結果提案された省エネ対策に係る設備を更新する中小

企業

R8.4 R9.2

13

⑨中小企業等に対す

るエネルギー価格高

騰対策支援

高圧電気料金高騰対策支

援事業

①電気料金の高止まりにより大きな影響を受けている市内事業者に対し、事業継続

を図るために負担軽減を目的とする支援を実施する。

②補助金及び事務費

③

・高圧電気使用量(※)38,000kWh/月×3円×350者程度＝40,000千円(ｱ)

　※R７年４月～令和８年３月のいずれか１か月分の電気使用量（kWh）

　１事業者あたりの上限額 2,000千円、下限額 1千円

・事務費　1,200千円(ｲ)

・計　(ｱ)～(ｲ)＝41,200千円

④

・高圧の電力需給契約を締結し、事業活動に使用している事業所を市内に持つ法人

又は個人事業主

・高圧の電力需給契約を締結している市内の事業所等に入居し、当該電力を使用し

て事業活動を行っている法人又は個人事業主

R8.4 R8.10


